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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期
第３四半期
連結累計期間

第30期
第３四半期
連結累計期間

第29期

会計期間
自2020年７月１日
至2021年３月31日

自2021年７月１日
至2022年３月31日

自2020年７月１日
至2021年６月30日

売上高 （千円） 5,278,982 4,928,875 7,040,247

経常利益 （千円） 776,691 326,615 873,857

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 198,388 218,089 305,855

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 259,281 266,013 360,553

純資産額 （千円） 2,642,558 2,899,729 2,743,787

総資産額 （千円） 6,282,934 6,431,916 6,213,462

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 53.94 61.77 84.02

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.1 45.1 44.2

 

回次
第29期
第３四半期
連結会計期間

第30期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年１月１日
至2021年３月31日

自2022年１月１日
至2022年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 46.93 14.12

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. １株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上、「従業員向け株式給付信託」の信託財産として、株式会社

日本カストディ銀行（信託E口）が所有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に

含めております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の防止策を講じつつ、政府主

導の各種政策により経済活動レベルは段階的に引き上げられているものの、いまだ収束の目処は立たず、景気の先

行きについては依然として不透明な状況が続いております。

　一方、米国及び欧州では新型コロナウイルス感染症が再拡大したものの、拡大のピーク後は経済活動も徐々に正

常化しつつある状況となっております。また、中国においては新型コロナウイルス感染症再拡大を回避するための

活動制限が続いているなど、世界的な感染症の収束は未だ見通せない状況にあることに加え、海運の停滞、半導体

の供給不足等も継続して発生しており、不透明な状況が続いております。

　介護保険制度の状況につきましては、2021年11月時点の要支援及び要介護認定者の総数は、前年比で1.7％増加

し712万人、総受給者数は同2.6％増加し543万人となっております。また、福祉用具貸与制度における特殊寝台利

用件数については前年比で4.4万件増加し、104.2万件（前年比4.4％増）となっております（出所：厚生労働省HP

「介護給付費実態調査月報」）。

　このような市場環境の中、福祉用具流通市場におきましては、主力商品である介護用電動ベッド「MioletⅢ」が

好調に出荷されたものの、同商品が発売から約３年が経過し、需要が一巡した影響があったことなどから、当第３

四半期連結累計期間の同市場の販売実績は前年同四半期比で12.6％減少し、3,545百万円となっております。

　医療・高齢者施設市場におきましては、介護保険制度における施設サービス（特別養護老人ホーム等）、特定施

設及び地域密着型サービス（有料老人ホーム等）を提供する事業所数が2021年11月時点で4.1万事業所（前年比

1.0％増）となっております（出所：厚生労働省HP「介護給付費実態調査月報」）。また、国土交通省による「高

齢者等居住安定化推進事業」に基づく高齢者住宅（サービス付き高齢者住宅）につきましては、2021年11月時点で

7,997棟（同3.4％増）、27.2万戸（同4.3％増）となっております（出所：サービス付き高齢者住宅情報提供シス

テムHP「登録情報の集計結果等」）。

　このような市場環境の中、新型コロナウイルスの感染対策により、一部の医療施設や高齢者施設への営業活動が

停滞したものの、引き続き営業活動を強化したことで、当第３四半期連結累計期間の同市場の販売実績は前年同四

半期比で20.2％増加し、1,201百万円となっております。

　家具流通市場における医療介護用電動ベッドの状況としましては、一般ベッドと同様に長期的には減少傾向が続

いていることから、当第３四半期連結累計期間の同市場の販売実績は前年同四半期比で22.6％減少し、77百万円と

なっております。

　海外市場におきましては、2018年時点の中国の65歳以上人口の推計値は、前年比で6.1％増の１億5,911万人、東

南アジアでは同4.4％増の4,037万人となり、高齢化が進みました（出所：United Nations「World Population

Prospects:The 2019 Revision」）。

　当社グループにおきましては、連結子会社である富若慈（上海）貿易有限公司では、中国で新型コロナウイルス

感染症が再拡大し、ロックダウンの実施による経済活動が制限された影響で、同連結子会社の業績が落ち込んだた

め、当第３四半期連結累計期間の海外市場の販売実績は前年同四半期比で15.8％減少し、104百万円となっており

ます。

　なお、当社及び連結子会社における当第３四半期連結累計期間の医療介護用電動ベッドの総販売台数は3.9万台

（前年同四半期比9.3％減）となっております。

　為替の状況に関しましては、当第３四半期連結累計期間の期中平均為替レートが１ドル＝113円35銭となり、前

年同四半期と比較して円安傾向となりました。加えて、新型コロナウイルス感染症拡大による影響を受けた海外物

流コストや原材料の高騰の影響も重なったことなどから売上総利益率は34.6％（前年同四半期比6.1ポイント減）

となっております。

　また、営業外収益として持分法による投資利益40百万円（前年同四半期比62.5％減）、為替差益88百万円（前年

同四半期比281.3％増）、保険解約返戻金31百万円を計上したほか、特別損失として、2020年10月８日公表の「特

別損失の計上に関するお知らせ」に記載しております判決により発生する遅延損害金として訴訟損失引当金繰入額

14百万円を計上しております。
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　この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高4,928百万円（前年同四半期比6.6％減）、営業利益171

百万円（同73.4％減）、経常利益326百万円（同57.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益218百万円（同

9.9％増）となりました。

　なお、当社グループは、「医療介護用電動ベッド事業」の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は

しておりません。

　当３四半期連結累計期間の販売実績を販売先市場別に示すと、次のとおりであります。

販売先市場
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年７月１日
至　2021年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年７月１日
至　2022年３月31日）

前年同期増減率
（％）

福祉用具流通市場（千円） 4,055,771 3,545,724 △12.6

医療・高齢者施設市場（千円） 999,565 1,201,641 20.2

家具流通市場（千円） 99,627 77,131 △22.6

海外市場（千円） 124,017 104,377 △15.8

合計（千円） 5,278,982 4,928,875 △6.6

 

(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、6,431百万円となり、前連結会計年度末より218百万円増加いたしまし

た。増加の主な要因は、現金及び預金、未着品、長期貸付金が減少したものの、受取手形及び売掛金、商品及び製

品、建設仮勘定、投資有価証券が増加したことによるものです。

　負債につきましては、3,532百万円となり、前連結会計年度末より62百万円増加いたしました。増加の主な要因

は、未払法人税等、長期借入金が減少したものの、短期借入金が増加したことによるものです。

　純資産につきましては、2,899百万円となり、前連結会計年度末より155百万円増加いたしました。増加の主な要

因は、利益剰余金が増加したことによるものです。この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前

連結会計年度末から0.9ポイント増加し45.1％となりました。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動に要した金額は31百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,840,000

計 7,840,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年３月31日）

提出日現在発行数(株)
（2022年５月13日）

上場金融商品取引所名又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,726,000 3,726,000

東京証券取引所

マザーズ市場（第３四半期会計期間末現在）

グロース市場（提出日現在）

福岡証券取引所

Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場

単元株式数

100株

計 3,726,000 3,726,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年１月１日～

2022年３月31日
― 3,726,000 ― 582,052 ― 308,447

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2021年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 21,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,702,300 37,023 －

単元未満株式 普通株式 2,400 － －

発行済株式総数  3,726,000 － －

総株主の議決権  － 37,023 －

（注）１. 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式数には、従業員向け株式給付信託の信託財産として、株式会社日

本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式170,700株（議決権の数1,707個）が含まれております。

２. 単元未満株式には、当社所有の自己株式73株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

株式会社プラッツ
福岡県大野城市仲

畑二丁目３番17号
21,300 － 21,300 0.57

計 ― 21,300 － 21,300 0.57

（注）１. 自己株式は、2021年11月５日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分により、6,880株減少いた

しました。

２. 従業員向け株式給付信託の信託財産として株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式170,700株は、上

記の自己保有株式には含めておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年１月１日から2022

年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年７月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
（2021年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,544,277 1,369,762

受取手形及び売掛金 1,044,197 1,126,607

商品及び製品 398,606 755,796

未着品 314,130 118,472

為替予約 47,575 33,078

その他 631,493 658,261

流動資産合計 3,980,281 4,061,978

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 286,396 313,783

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 19,683 17,843

リース資産（純額） 55,655 76,227

建設仮勘定 － 59,431

有形固定資産合計 361,735 467,285

無形固定資産 19,982 14,854

投資その他の資産   

投資有価証券 846,866 950,024

長期貸付金 713,241 679,264

繰延税金資産 187,402 198,045

その他 103,952 60,463

投資その他の資産合計 1,851,463 1,887,797

固定資産合計 2,233,181 2,369,937

資産合計 6,213,462 6,431,916
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
（2021年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年３月31日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 80,375 49,220

短期借入金 ※１ 950,000 ※１ 1,250,000

１年内返済予定の長期借入金 284,244 314,244

リース債務 15,300 25,942

未払法人税等 143,703 －

その他 252,099 187,856

流動負債合計 1,725,721 1,827,262

固定負債   

長期借入金 867,891 764,708

リース債務 46,794 59,340

役員退職慰労引当金 191,781 203,845

退職給付に係る負債 97,352 107,700

資産除去債務 19,314 34,201

訴訟損失引当金 506,142 520,451

株式給付引当金 14,676 14,676

固定負債合計 1,743,953 1,704,924

負債合計 3,469,675 3,532,186

純資産の部   

株主資本   

資本金 582,052 582,052

資本剰余金 306,053 302,730

利益剰余金 2,184,423 2,284,184

自己株式 △299,677 △288,098

株主資本合計 2,772,851 2,880,868

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,431 △1,201

繰延ヘッジ損益 33,084 23,002

為替換算調整勘定 △63,579 △2,939

その他の包括利益累計額合計 △29,063 18,861

純資産合計 2,743,787 2,899,729

負債純資産合計 6,213,462 6,431,916
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年７月１日
　　至　2021年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年７月１日
　　至　2022年３月31日）

売上高 5,278,982 4,928,875

売上原価 3,129,046 3,221,663

売上総利益 2,149,936 1,707,211

販売費及び一般管理費 1,503,968 1,535,574

営業利益 645,968 171,636

営業外収益   

受取利息 5,914 6,011

受取配当金 649 647

為替差益 23,272 88,736

持分法による投資利益 107,247 40,170

保険解約返戻金 － 31,857

その他 2,963 2,132

営業外収益合計 140,047 169,555

営業外費用   

支払利息 7,968 8,880

投資事業組合運用損 679 5,068

その他 676 628

営業外費用合計 9,324 14,577

経常利益 776,691 326,615

特別損失   

訴訟損失引当金繰入額 501,390 14,308

特別損失合計 501,390 14,308

税金等調整前四半期純利益 275,301 312,306

法人税、住民税及び事業税 243,098 99,289

法人税等調整額 △166,186 △5,072

法人税等合計 76,912 94,217

四半期純利益 198,388 218,089

親会社株主に帰属する四半期純利益 198,388 218,089
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年７月１日
　　至　2021年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年７月１日
　　至　2022年３月31日）

四半期純利益 198,388 218,089

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 233 △2,633

繰延ヘッジ損益 31,221 △10,081

為替換算調整勘定 2,961 378

持分法適用会社に対する持分相当額 26,475 60,260

その他の包括利益合計 60,892 47,924

四半期包括利益 259,281 266,013

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 259,281 266,013

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）第98項に定

める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に

移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影

響もありません。

　「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28－15項に定める経過的な取

扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりませ

ん。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸表への影

響はありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積りについて）

　当社グループは、当第３四半期連結累計期間において、世界的な鉄鋼材や原油等の資材価格、コンテナ不足

に伴う海上運賃の高騰により売上総利益率が低下する等の影響を受けております。

　また、一部地域で発生したロックダウンにより海外物流が混乱する中、安定供給を継続するために、一時的

に多くの在庫を確保したことによりキャッシュ・フローの面でも影響を受けております。

　現時点で当該影響は一時的なものと想定しておりますが、世界的な新型コロナウイルス感染症拡大が長期に

わたる場合、繰延税金資産の回収可能性等における会計上の見積りを変更する可能性があります。

 

（従業員向け株式給付信託）

　当社は、前連結会計年度より、従業員への福利厚生を目的として、従業員向け株式給付信託（以下、「本制

度」という。）を導入しております。

（1）取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」という。）が当社株式を

取得し、当社取締役会で定める株式給付規定に基づき、一定の要件を満たした当社グループの従業員に対

し当社株式を給付する仕組みです。

　当社は、当社グループの従業員に対し、株式給付規定に基づき業績達成度等に応じてポイントを付与

し、一定の条件により受給要件を満たした場合には、当該付与ポイントに相当する当社株式及び当社株式

の時価相当額の金銭を給付します。なお、本信託設定に係る金銭は全額当社が拠出するため、当社グルー

プの従業員の負担はありません。

 

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自

己株式として計上しております。当第３四半期連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

252,806千円、170,700株であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行５行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年３月31日）

当座貸越極度額の総額 2,600,000千円 3,100,000千円

借入実行残高 950,000千円 1,250,000千円

差引額 1,650,000千円 1,850,000千円

 

　２　保証債務

当社は、次の取引先の債務保証を行っております。

保証先
前連結会計年度
（2021年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年３月31日）

UU VIET CO.LTD 7,840千円 7,888千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年７月１日
至 2021年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年７月１日
至 2022年３月31日）

減価償却費 34,816千円 43,891千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年７月１日　至　2021年３月31日）

１.　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年９月24日

定時株主総会
普通株式 149,006 40 2020年６月30日 2020年９月25日 利益剰余金

 

２.　株主資本の著しい変動

　前第３四半期連結会計期間において、「従業員向け株式給付信託」の導入により、当該信託が当社株式

170,700株を取得し、自己株式が252,806千円増加しております。

　この結果、前第３四半期連結会計期間末において、自己株式は299,677千円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年７月１日　至　2022年３月31日）

１.　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年９月27日

定時株主総会
普通株式 118,327 32 2021年６月30日 2021年９月28日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金5,462千円が含

まれております。

 

２.　株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、「医療介護用電動ベッド事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期連結累計期間（自　2021年７月１日　至　2022年３月31日）

（単位：千円）

 

売上区分

合計福祉用具

流通市場

医療・高齢者

施設市場
家具流通市場 海外市場

顧客との契約から生じる収益 3,545,724 1,201,641 77,131 104,377 4,928,875

外部顧客への売上高 3,545,724 1,201,641 77,131 104,377 4,928,875

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年７月１日
至　2021年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年７月１日
至　2022年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 53.94円 61.77円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 198,388 218,089

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
198,388 218,089

普通株式の期中平均株式数（株） 3,677,631 3,530,738

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ

ん。

２．株主資本において自己株式として計上されている「従業員向け株式給付信託」に残存する自社の株式は、１株

当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年５月12日

株式会社プラッツ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

福岡事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 久保　英治

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内野　健志

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プラッ

ツの2021年７月１日から2022年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年１月１日から2022年３月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年７月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プラッツ及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

　手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

　る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

　られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

　認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

　うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

　四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

　適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

　の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

　として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

　基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

　諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

　せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

　人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

　人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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